







































                                                                
1
 『法政大学現代福祉学部 10 年誌』（法政大学現代福祉学部 2010 年 10 月）の長山恵一氏（2009 年度学部
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      多摩地区の新学部構想 
  ① 地域福祉学部・地域福祉学科(仮称) 













 法政大学戦後五〇年史編纂委員会『法政大学と戦後五〇年』（法政大学 2004年 3月） 237頁～371頁。 
4
 『法政大学報』第 17号 （1998年 1月 15日） 2頁。 
歴史・文化の学びとウェルビーイング研究について 
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  ② 入学定員二百名(収容定員八百名) 



























                                                                
5
 『法政大学現代福祉学部 10年誌』238頁。 
6
 『法政大学現代福祉学部 10年誌』241頁。 
7
 『法政大学現代福祉学部 10年誌』241頁。 
8
 『法政大学現代福祉学部 10年誌』241頁。 
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（２）地域系領域の教員組織と歴史・文化分野の学び 






  ・Y.H教授 〔研究領域〕都市・住宅政策、国土計画 
 〔担当科目〕都市住宅政策論、まちづくりの思想 
  ・S.H教授 〔研究領域〕都市・地域計画、都市環境設計 
 〔担当科目〕コミュニティ・プランニング、バリアフリー 
  ・Y.Y教授 〔研究領域〕非営利組織論、都市・地域計画 
 〔担当科目〕非営利組織の運営、ボランタリーアクション 
  ・M.O教授 〔研究領域〕地域経営 
 〔担当科目〕地域経営、地域経済 











 2000年 4 月に設立した現代福祉学部は、2003年度で学部完成年度を迎えることになるが、現代
福祉学部創設期の教員の想いは、一刻も早く学部理念にもとづくカリキュラムによる教育の実現で
                                                                
10
 文部省への学部設置申請書とは異なり、学部開設にあたって学生募集のために 1999 年に作成された現代福
祉学部案内パンフレットは 3領域を明確に意識した内容構成となっていた。 
11
 研究領域については『2002 年度 大学院要項 人間社会研究科』、担当科目は『2003 年度 現代福祉学部 
履修の手引き』をそれぞれ参照した。なお K.B教授は筆者である。 
歴史・文化の学びとウェルビーイング研究について 
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あり、それを達成させるために2002年 4 月から学部内にカリキュラム改革検討委員会を立ち上げ
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 2000年 4 月の現代福祉学部の開設とともに、現代福祉学部を基礎に大学院を設置するという話






 2002年 4 月、現代福祉学部を基礎とする大学院の研究科が立ち上がった。研究科の名称は「人
間社会研究科」で、修士課程に「福祉社会専攻」と「臨床心理学専攻」の 2 専攻を置き、博士後
期課程には修士課程の 2 専攻を統合した「人間福祉専攻」を配置するという複雑な専攻構成と
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14
 『2002年度 大学院要項 人間社会研究科』の序文「人間社会研究科の開設にあたって」。 
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 『2002年度 大学院要項 人間社会研究科』の序文「人間社会研究科の開設にあたって」。 
歴史・文化の学びとウェルビーイング研究について 


































 『2004年度 現代福祉学部 履修の手引き』184頁。 
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 『2004年度 現代福祉学部 履修の手引き』192頁。 
21
 『2004年度 現代福祉学部 履修の手引き』202頁。 
歴史・文化の学びとウェルビーイング研究について 
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 『2002年度 大学院要項 人間社会研究科』35頁。『2004年度 大学院要項 人間社会研究科』36頁。 
23
 『2002年度 大学院要項 人間社会研究科』47頁。『2005年度 大学院要項 人間社会研究科』55頁。 
24
 ここでは筆者が 2000 年 4 月の着任以来、現代福祉学部で担当している講義科目・演習科目と、大学院人間
社会研究科が開設された 2002 年 4 月以降に指導した院生の作成論文を紹介し、その成果について考えてい
く。 
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 a. 新入生は、「福祉」とは高齢者や障がい者などを介護することとイメージしている人が多い。 
…………………………………………………………………………………………… 41名(43.1％) 
 b. 「福祉」とは、健常者を含めすべての人の健康で幸福な暮らしを実現していくことである。 
…………………………………………………………………………………………… 33名(37.7％) 
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 i. 「地域史」は、その学びを通して地域や地域に暮らす人々の多様性を学び人権尊重の心を 
育んでいくものである。……………………………………………………………… 32名(33.6％) 
 j. 地域史研究に関わって学校教育、博物館、史料保存、文化財保護、自治体史編纂などの 
領域で多くの問題がある。…………………………………………………………… 39名(41.0％) 
 































現代福祉研究 第18号（2018. 3） 












































 c. 文化とは生活に関わるすべてのものであり、生活そのものといえる。………… 35名(68.6％) 
 d.「政策」を策定する主体は生活者としての個人であり、官僚や政治家の特権ではない。 
……………………………………………………………………………………………   9名(17.6％) 
 e.文化政策とは人間が形成してきた生活様式とその環境に生起する問題を解決する手法で 
ある。…………………………………………………………………………………… 15名(29.1％) 







われている。………………………………………………………………………   7名(13.7％) 
 i. 文化的活動の保障は、「日本国憲法」(1947年施行)の基本的人権保障の諸規定の中にみる 
ことができる。………………………………………………………………………… 18名(35.2％) 
 j. 立憲主義とは、権力を有する政府の統治を国の最高規範である憲法にもとづいておこな 
うという原理で、政府の権力行使の暴走に歯止めをかけることにつながる。… 19名(37.2％) 
 
 回答した受講生51名のうち 7 割近くが印象に残っていると回答したのは、 c の「文化とは生活に
関わるすべてのものであり、生活そのものといえる」という内容の講義であった。次にWell-being
と「人間らしく」生きること。そしてそのような生き方の中から「文化」が形成されてくるという
という文脈で講義した a と g については47.0％、43.1％とほぼ半数近い受講生の印象に残っている
                                                                
27





現代福祉研究 第18号（2018. 3） 
 - 38 -
との回答があり、講義の目標への理解が多少なりとも伝わっていることがわかる。また文化活動と
基本的人権の保障、その基本的人権保障を規定している日本国憲法との関わりなどの内容を取り上
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いく必要があると考えるが、ここでは提出された各論文の論題を提示し、受講生が歴史・文化分野

























 博士後期課程の「人間福祉専攻」に筆者を指導教員に希望して入学してきた院生は 4 名おり、
うち 3 名は他大学の大学院修士課程の修了生で、1 名が法政大学現代福祉学部を卒業し、人間社会
                                                                
28




 - 41 -
研究科修士課程福祉社会専攻修了後に進学してきた者であった。 
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 出版された単著は、須田英一『遺跡保護行政とその担い手』（同成社 2014 年 10 月）、森屋雅幸『地域文化
財の保存・活用とコミュニティ－山梨県の擬洋風建築を中心に－』（岩田書院 2018年 2月）である。 
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で率直にお答えください。              担当教員 馬場憲一 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 



















 設問 2 受講して「地域の歴史と文化」(=地域史)についての考え方や学びの意識に変化したこと、または受講して得たものを具体的に記述してください。【※ 裏面も利用
し詳細に記述してください。】 
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 現代福祉学部で「地域文化政策論」を学んだ成果を把握するために受講生にアンケートを実施します。ご協力お願いいたします。アンケート回答は成績には関係ありませんので率直にお答えください。               担当教員 馬場憲一 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
 学年(   )  学生証番号(        )  氏名(          )  設問 1 以下の文章 a～j は、担当教員が講義中に話した内容です。一読し特に印象に残っている内容の文章がある場合は、アルファベットに〇印を付けてください (複数回答可)。   
a． Well-beingの実現はすべての人が「人間らしく」生きることである。 







i． 文化的活動の保障は、「日本国憲法」(1947 年施行)の基本的人権保障の諸規定の中にみることができる。 
j． 立憲主義とは、権力を有する政府の統治を国の最高規範である憲法にもとづいておこなうという原理で、政府の権力行使の暴走に歯止めをかけることにつながる。 
 設問 2 受講して「文化」についての考え方や学びの意識に変化したこと、または受講して得たものを具体的に記述してください。【※ 裏面も利用し詳細に記述してください。】 
